
○光市市有地活用型定住支援金交付要綱 

平成２８年５月３１日 

告示第１００号 

改正 令和元年６月１４日告示第１７号 

令和４年３月２９日告示第４２号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、本市の新たな定住人口の創出を図るとともに、地域の活

性化に資するため、市有地を購入して住宅を建築し、本市に定住する者に対

し、光市市有地活用型定住支援金（以下「支援金」という。）を交付するこ

とに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(１) 住宅 自己の居住の用に供する家屋（併用住宅にあっては、居住部分

が延べ床面積の２分の１以上有するものに限る。）をいう。 

(２) 市内業者 市内に所在地を置く本店、支店、営業所等の名義で契約を

締結することができる法人又は個人事業者をいう。 

（交付対象者） 

第３条 支援金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次

の各号のいずれにも該当する個人とする。 

(１) 市が別に指定する市有地（以下「指定地」という。）を購入し、かつ、

当該指定地の登記名義人となった者 

(２) 指定地の売買契約を締結した日において、市外に住所を有する者又は

本市に転入した日から起算して１年を経過していない者。ただし、前者に

ついては指定地の売買契約を締結した日から、後者については本市に転入

した日から、それぞれ起算して過去３年間に本市に住所を有したことがあ

る者を除く。 



(３) 指定地の売買契約を締結した日から起算して３年を経過する日までに

住宅を建築し、かつ、当該住宅の登記名義人となった者 

(４) 指定地に住所を定めた日から起算して１年を経過した者 

(５) 市税を滞納していない者 

２ 前項第１号及び第３号の場合において、当該指定地又は住宅の所有権を共

有しているときは、当該所有権の持分をそれぞれ２分の１以上有するものを

交付対象者とし、持分が２分の１ずつの場合にあっては、それぞれ所有権を

有する者のいずれか１人を交付対象者とするものとする。 

３ 指定地を購入した後に、やむを得ず交付対象者を第１項第１号に該当する

者以外の者に変更する必要が生じたときは、遅滞なく市長に届け出なければ

ならない。 

（支援金の額） 

第４条 支援金の額は、指定地１件につき５０万円とする。 

２ 交付対象者が次の各号に掲げる場合に該当するときは、前項に定める額に、

それぞれ当該各号に定める額を加算するものとする。ただし、第２号の加算

は３０万円を上限とする。 

(１) 市内業者と契約して住宅を建築した場合 ２０万円 

(２) 第７条の交付申請の時点で、満１５歳に達する日以後最初の３月３１

日までの間にある子と同世帯である場合 当該子１人につき１０万円 

（支援金利用意向届） 

第５条 支援金の交付を受ける意向のある交付対象者は、指定地の売買契約の

締結とあわせて、光市市有地活用型定住支援金利用意向届（様式第１号）に

必要な書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（定住開始届） 

第６条 前条の届を提出した交付対象者は、指定地に住所を定めたときは、定

住開始届（様式第２号）に必要な書類を添えて、遅滞なく市長に提出しなけ

ればならない。 



（支援金の交付申請） 

第７条 前条の届を提出した交付対象者は、支援金の交付を受けようとすると

きは、光市市有地活用型定住支援金交付申請書（様式第３号）に必要な書類

を添えて、指定地に住所を定めた日から起算して１年を経過した日から３０

日又は当該経過した日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、

市長に提出しなければならない。 

（支援金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請書の提出があった場合において、その内容を審査

し、支援金を交付することを決定したときは光市市有地活用型定住支援金交

付決定通知書（様式第４号）により、交付しないことを決定したときは光市

市有地活用型定住支援金不交付決定通知書（様式第５号）により申請者に通

知するものとする。 

（支援金の請求） 

第９条 前条の規定により支援金の交付の決定通知を受けた者は、光市市有地

活用型定住支援金交付請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならな

い。 

（支援金の交付） 

第１０条 市長は、前条の規定による請求書の提出があったときは、速やかに

支援金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び支援金の返還） 

第１１条 市長は、支援金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、支援金の交付の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 虚偽の申請その他不正な手段により支援金の交付を受けたとき。 

(２) その他市長が相当と認める事由があったとき。 

２ 市長は、前項の規定により支援金の交付を取り消した場合において、既に

支援金を交付しているときは、期限を定めて支援金の全部又は一部の返還を

命ずることができる。 



（その他） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年６月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日ま

でに指定地の売買契約を締結した事案については、この告示は、同日後も、

なおその効力を有する。 

附 則（令和元年告示第１７号） 

この告示は、令和元年６月１４日から施行し、この告示による改正後の光市

市有地活用型定住支援金交付要綱の規定は、平成３１年４月１日以後に指定地

の売買契約を締結した事案について適用する。 

附 則（令和４年告示第４２号） 

（施行期日） 

この告示は、令和４年３月２９日から施行する。 



様式第１号（第５条関係） 

年  月  日  

光市長         様 

住  所 

氏  名           

電話番号 

光市市有地活用型定住支援金利用意向届 

支援金の交付を受ける意向があるので、光市市有地活用型定住支援金交付要

綱第５条の規定により、下記のとおり届出ます。 

記

１ 指定地の売買契約締結日      年  月  日 

２ 指定地の所在      光市 

３ 添付書類 

 (１) 売買契約締結時の住所が確認できる書類 

 (２) 指定地の売買契約締結日から起算して過去３年間の住所が確認でき

る書類（売買契約締結時に市外に住所を有する場合） 

 (３) 光市に転入した日から起算して過去３年間の住所が確認できる書類

（売買契約締結時に光市に住所を有する場合） 



様式第２号（第６条関係） 

年  月  日  

光市長         様 

住  所 

氏  名           

電話番号 

定 住 開 始 届 

指定地に住所を定めたので、光市市有地活用型定住支援金交付要綱第６条の

規定により、下記のとおり届出ます。

記

１ 指定地に住所を定めた日        年   月   日 

２ 指定地の所在      光市 

３ 世帯員 

氏     名 続  柄 

 本 人 

４ 添付書類 

世帯全員の住民票の写し（コピー可） 



様式第３号（第７条関係） 

年  月  日  

光市長         様 

住  所 

氏  名           

電話番号 

光市市有地活用型定住支援金交付申請書 

支援金の交付を受けたいので、光市市有地活用型定住支援金交付要綱第７条

の規定により、下記のとおり申請します。 

記

１ 支援金交付申請額  金          円 

２ 添付書類 

（１）世帯全員の住民票の写し（発行日から１月以内のもの） 

（２）土地及び住宅の登記事項証明書（発行日から１月以内のもの） 

（３）市税の滞納がない証明書（完納証明書）（発行日から１月以内のもの） 

（４）住宅の工事請負契約書の写し（市内業者と契約して建築し、支援金の加

算を受ける場合） 

（５）住宅の平面図 

（６）その他市長が必要と認める書類 



様式第４号（第８条関係） 

指令   第   号  

住  所 

氏  名 

光市市有地活用型定住支援金交付決定通知書 

  年  月  日付けで交付申請のありました支援金については、光

市市有地活用型定住支援金交付要綱第８条の規定により、次のとおり支援金を

交付することを決定したので、通知します。 

年  月  日 

光市長         印   

１ 交付決定額  金          円 



様式第５号（第８条関係） 

指令   第   号  

住  所 

氏  名 

光市市有地活用型定住支援金不交付決定通知書 

年  月  日付けで交付申請のありました支援金については、光

市市有地活用型定住支援金交付要綱第８条の規定により、下記の理由により不

交付とすることを決定したので、通知します。 

年  月  日 

光市長         印   

１ 理由 



様式第６号（第９条関係） 

年  月  日  

光市市有地活用型定住支援金交付請求書 

交付請求額  金          円 

    年  月  日付け指令   第   号で交付決定通知のあった

支援金について、光市市有地活用型定住支援金交付要綱第９条の規定により、

上記のとおり請求します。 

光市長         様 

住  所 

氏  名          

電話番号 

（振込先）

（フリガナ） 

口座名義人 

金融機関

銀行

金庫

農協

漁協

本店･支店

出張所

本所･支所

店

１ 普通

２ 当座

口座番号 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

様式第６号（第９条関係） 


